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1 NPO はその機能によって「慈善型 NPO」「監視・批判型 NPO」「事業型 NPO」3 つのパターンに分けることがで
きる（谷本、2006）。









































































































　第 2 章ではソーシャルビジネスの定義について考察した。第 3 章ではその定義をもとに、日
本におけるソーシャルビジネスの状況について整理を行う。
3.1　ソーシャルビジネスの市場、雇用規模







市場規模は 2,400 億円と推定されている。また全国のソーシャルビジネス事業者数を約 8,000
事業者、アンケート結果から平均してソーシャルビジネス事業者の従業員は 4 名程度と仮定し
て 2008 年時点の雇用規模を 3.2 万人と推計している。また潜在的利用者の利用意向をもとに
潜在的市場規模は約 2.2 兆円と推定している。



























































































織として 1990 年代から活動している ETIC. がその代表的なもので、人的な支援のほか、助成
金の給付なども行っており、ソーシャルビジネス事業者にとって心強い存在となっている。そ

























売上が 1,000 万円以下の事業者では 12.8％だが、5,000 万円以上では 35％となる。
3 ソーシャル・ポート・ヨコハマ　http://socialport-y.jp
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では、2015 年度には前年度比 128％増の 7,746 件の融資が実行され、融資金額は 607 億円（前
年度比 117％）となっている。そのうち、2015 年度の NPO 法人向け融資は 1,177 件と 1,000 件
を超えた。さらに同公庫では地方自治体や民間の金融機関、NPO 支援機関等と連携してソー
シャルビジネス事業者の経営課題解決のためのネットワークを構築しており、2016 年 3 月末








た個人や NPO などが数万円単位の小額の出資を行い、その資金を元本に NPO 法人や個人に
融資される。地域密着型の融資が行われることが特徴で、小回りのきく融資が行われている。
全国 NPO バンク連絡会によると 2016 年 6 月現在、全国から 14 の NPO バンクが参加している。
3.2.5　社会起業家育成支援
　ソーシャルビジネスの分野で起業する社会起業家の育成にも様々な取り組みがみられる。
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　2007 年 11 月から 2008 年 1 月にかけてソーシャルビジネス研究会がソーシャルビジネス事
業者を対象に行ったアンケート（2008）（16）でもソーシャルビジネス事業展開上の主要課題とし
































2004 年に NPO 法人格を取得し、カンボジアで貧しい子供のための PC 教室を開講する。さら
に 2006 年には貧しさゆえ農村から売られる子どものために、収入向上を目的としたコミュニ
ティファクトリー事業を開始した。2009 年には子どもたちを保護するために孤児院支援を開
設、さらに 2010 年には子どもを買う人を取り締まるために警察支援を開始する。2012 年には
インドに活動範囲を広げた。2014 年には認定NPO法人に認定されている。
　2016 年 7 月現在、かものはしプロジェクトの常勤職員は日本 13 人、カンボジア事務所 36 人、
また正会員が 60 人、サポーター会員 3,855 人、ボランティア登録者が約 600 人である。
　基本的にカンボジアでの事業は独立採算を目指して運営を行っているものの、インドへ支援
先を広げたこともあり、戦略的なファンドレイジングを行っている。2015 年は約 2.1 億円の収






















その他収益 5,634,349 5,732,407 1,818,751
事業収益 32,299,671 50,575,719 53,297,723
受取助成金等 6,533,712 5,944,046 5,611,730
受取寄付金 28,113,183 42,979,100 52,269,145
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期療育を行う施設を運営している。2012 年 3 月に第 1 号の教室として「こころとことばの教




　NPO 法人設立にあたっては自己資金を用意したほか、ETIC. や日本財団、SVP 東京、千葉県、








その他収益 11,335,923 14,991,768 17,292,148
事業収益 170,951,731 171,532,332 236,784,903
受取助成金等 2,062,087 500,000 6,130,000
受取寄付金 80,777,137 127,295,374 129,117,898
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Raising School at Indiana University （TFRS）やColumbia University, Fundraising Management 















その他収益 212,919 115,884 307,264
事業収益 1,155 123,951,607154,828,658
受取助成金等 3,652,826 4,149,500 0
受取寄付金 50,000 23,000 239,000
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えている。一方、「寄付白書 2015」（2015）（21）によると 2014 年の日本の個人寄付金額は 7,409
億円（名目 GDP 比：0.2％）である。対してアメリカは約 27 兆 3,504 億円（1ドル＝ 105.8 円














































































































































7 ウェブマガジン「DR!VE」インタビュー　「マーケティングの専門性を武器に、企業と NPO との境界線をまたぐ」
http://drive.media/posts/6934
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